令和　　年　　月　　日　　
倉　敷　市　長　宛て
住　　　　　所
事　業　者　名
代表者職・氏名
倉敷市経営革新支援事業費補助金実績報告書
標記補助対象事業が完了したので、倉敷市経営革新支援事業費補助金交付要綱第１５条の規定により、次のとおり報告します。
記
１　補助対象事業に係る事項

	事　業　区　分
	　　□新事業活動い実施事業　　　□経営革新計画実施事業

	事　業　計　画　名
	

	事　業　内　容
（実施方法、実施日程、支援機関からの支援内容等を含め具体的に記載）
	

	補助対象事業の実施に
よって得られた成果
（定量、定性の両面から具体的に記載）
	

	事業化又は成果の利用
までの計画
	

	補助金交付申請額
	円　※【A】×2/3
補助上限額：新事業活動実施事業：２００万円
経営革新計画実施事業：１００万円

	自己負担額
	円　※【B】－（補助金交付申請額）


２　収支決算に係る事項
	
	税抜価格
	税込価格

	原材料費
	
	

	技術指導受入費
	
	

	共同研究費
	
	

	機械装置・システム費
	
	

	知的財産導入費
	
	

	外注費
	
	

	広告宣伝・販売促進費
	
	

	研修受講費
	
	

	合計
	【A】
	【B】


※　原材料費は、新商品の開発、技術に関する開発に関する事業のみ経費に計上できます。
※　技術指導受入費と共同研究費は、新商品の開発、新役務の開発、技術に関する開発に関する事業のみ経費に計上できます。
※　技術指導受入費、共同研究費、外注費（以下「外注費等」という。）の額が、その他の補助対象経費の合計額を超える場合は、外注費等のうち当該合計額を超える部分については、補助金の交付の対象となりません。
３　補助事業終了後の留意事項

令和８年１０月末までに事業化（製品、商品の販売やサービスの提供開始）又は事業成果等の事業への利用をし、状況報告をしなければなりません。

※　報告が行われない場合や合理的な理由がなく事業化等が未実施の場合は、補助金の交付取消、返還等を求める場合があります。
【添付書類】
□　支援機関支援実施報告書
□　経費の支払い及び内訳を証するもの（請求書及び領収書・振込明細・振込依頼書・預金通帳の写し等）のほかに次のものを添付すること。
　□　原材料費
・　原材料使用簿の写し
□　技術指導受入費
　　・　契約書の写し、指導報告書の写し
□　共同研究費
　　・　契約書の写し、研究報告書の写し

□　機械装置・システム費

・　導入した機械装置、ソフトウェア（システム画面等）の写真
・　借用（リース・レンタル）の場合は、借用期間が分かる書類（契約書の写し等）

　□　知的財産導入費

・　契約書の写し

　□　外注費

・　契約書の写し

　□　広告宣伝・販売促進費

・　広告物の写し、写真等

・　展示会、セミナー等を開催した場合は、開催状況が分かるもの

・　市場調査を行った場合又はマーケティングツールを活用した場合は、報告書の写し

□　研修受講費

・　受講修了書の写し(修了書が発行されない場合は、研修次第の写し等研修内容及び受講したことが分かるもの）
□　その他倉敷市が必要とする書類
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